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三重県議会議員の政治倫理に関する 

検討プロジェクト会議名簿 

               （令和４年４月１８日） 

役 職 氏   名 会 派 名 

座 長 小島 智子 新政みえ 

副座長 服部 富男 自由民主党 

委 員 藤根 正典 新政みえ 

委 員 川口  円 新政みえ 

委 員 津田 健児 自由民主党 

委 員 村林  聡 自由民主党 

委 員 倉本 崇弘 草 莽 

委 員 今井 智広 公明党 

委 員 山本 里香 日本共産党 

委 員 稲森 稔尚 草の根運動いが 

 

 



                              
  

 

「三重県議会議員の政治倫理に関する検討プロジェクト会議」 

  の設置について（令和４年４月１８日一部追加） 
 

 

 令和３年６月９日の議会改革推進会議役員会において、三重県議会議員の政治倫

理に関する検討を行うため、プロジェクト会議を設置することが決定されたので、

次のとおり処置する。 

 

 

１ 名称 

   三重県議会議員の政治倫理に関する検討プロジェクト会議 

 

２ 目的 

（１）三重県議会議員の政治倫理に関する検討を行い、検討結果を取りまとめる。 

（２）三重県議会議員の政治倫理に関する条例改正等の作業を行う。 

 

３ 構成 

（１） １０名の委員で構成する。 

（新政みえ３名、自由民主党３名、草莽１名、公明党１名、日本共産党１名、 

草の根運動いが１名） 

（２） 正副座長については議会改革推進会議役員から選出する。 

（座長は新政みえ、副座長は自由民主党） 

 

４ その他 

   検討方法、スケジュールは、発足後のプロジェクト会議において定める。 

 

資料１ 
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〇プロジェクト会議検討結果に基づく対応（案） 

 

●プロジェクト会議検討結果 

（１）検討の結果として合意に至った課題・解決案 

  現行条例の課題について検討した結果、条例についての課題とその解決案につ

いて、以下の内容について合意に至った。 

<概要> 

① 条例第２条の責務に、現行規定と重複しない内容で、不正な影響力の行使

について自覚を求める行為規範を示す形の文言を加えること。 

（改正素案） 

２ 議員は、高い倫理的義務が課せられていることを自覚するとともに、その言動

が県民に与える影響に鑑み、自らを厳しく律するとともに、県民の代表として良

心及び責任感を持って、議員の品位を保持し、識見を養うよう努めなければなら

ない。 

 

（現行）                    

２ 議員は、高い倫理的義務が課せられていることを自覚して、自らの行動を厳し

く律するとともに、県民の代表として良心と責任感を持って、議員の品位を保持

し、識見を養うよう努めなければならない。 

 

 

② 条例第３条の政治倫理規準に、人権侵害、名誉棄損及び差別的行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む）の禁止規定を設けること。 

（改正素案） 

一 議員の品位と名誉を損なう行為により、県民の議会に対する信頼を損ねては

ならないこと。 

二 人権侵害行為（差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（令和４

年三重県条例第 号）第２条第３号の人権侵害行為をいう。以下この号におい

て同じ。）又は人権侵害行為を行うことの煽
せん

動、第三者の行った人権侵害行為に

対する賛成の意見の表明その他の人権侵害行為を助長する行為をしてはなら

ないこと。 

   

（現行）                 

一 議員は、議員の品位と名誉を損なう行為により、県民の議会に対する信頼を

損ねてはならないこと。 

 

  

資料２ 
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③ 条例第６条第１項第８号の審査会の運営に関して、原則非公開から原則

公開へと変更すること。ただし、非公開とする場合の要件等を明確にして

おく必要がある（二次被害の発生の恐れがある場合、被害を受けた方が望

まない場合など）こと。 

（改正素案） 

十一 審査会の会議は、これを公開する。ただし、審査会が必要と認めるときは、

これを公開しないことができる。 

  

（現行） 

八 審査会の会議は、原則として非公開とする。 

 

 

④ 同項第３号における重要な勧告について、辞職勧告と役職辞任以外の措

置を明示的に列挙し、取り得る措置の種類を明確にしておくこと。 

（改正素案） 

三 審査会の議事は、委員長を除く出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。ただし、議長に対し勧告を求める審査の結果を

答申しようとするときは、出席委員の３分の２以上の多数による賛成を要する

ものとする。 

四 審査会は、審査の請求をされた議員につき、政治倫理規準のいずれかに反し、

政治的又は道義的に責任があると認めた場合は、議長に対し勧告を求める審査

の結果を答申するものとする。 

五 審査会が議長に対し求めることができる勧告は、次に掲げるものとする。 

イ 全員協議会における陳謝の勧告 

ロ 出席又は参加の自粛の勧告 

ハ 役職辞任の勧告 

ニ 議員辞職の勧告 

六 審査会は、第四号に定める審査の結果を答申しない場合で、審査の請求をさ

れた議員の名誉を回復する必要があると認めるときは、議長に対し当該議員の

名誉を回復するために必要と認める措置を講ずるよう求めるものとする。 

 

（現行） 

二 審査会の議事は、委員長を除く出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

三 審査会は、審査の請求をされた議員につき、第３条各号に掲げる政治倫理規

準に反し、政治的又は道義的に責任があると認めた場合で、議員辞職の勧告、

役職辞任の勧告等重要な勧告を内容とする審査結果を答申しようとするとき

は、出席委員の３分の２以上の多数による賛成を要するものとする。 

（途中 省略） 

２ 審査会は、前項第３号に定める措置に至らなかった場合で、審査の請求をされ

た議員の名誉を回復することが必要であると認めるときは、政治倫理規準に反す

る事実が存在しない旨を議長に報告する等所要の措置を講ずるものとする。 
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⑤ 同項第４号によって有識者からの意見聴取等を行う場合について、複数

人から意見を聴取する等して公正さが担保されるよう、逐条解説に記載

をすること。 

（以下の規定について、逐条解説で説明する） 

七 審査会は、審査のため必要があるときは、議員、優れた識見を有する者等に

対し、その出席を求め、意見若しくは事情を聴取し、又は報告を求めることが

できる。 

 

⑥ 議長の改選時に議長から政治倫理条例を遵守するよう言っていただくな

どし、条例の周知徹底を行うこと。 

（令和５年度、改選年の正副議長就任後の代表者会議で周知徹底を行う） 

 

⑦ 当該条例の逐条解説を作成すること。 

（新規に逐条解説を作成する） 

 

 

（２）合意には至らなかった課題・意見 

  議論の結果、合意に至らなかった課題や意見は以下のとおり。 

<概要> 

① 条例前文と第１条の「県民」を「主権者たる県民」とすること 

・・・「主権者たる」をつけることによって、対象となる県民が有権者に 

限定されると解釈され得るため。 

（逐条解説で、「県民」とは、有権者に限らず全ての県民を対象と記述する） 

 

② 条例前文に「人権意識」を追加すること 

・・・倫理の中に人権意識も含まれるので、あえて加筆する必要はない 

との意見があった。 

 

③ 条例前文にある「厳しい倫理意識」を「崇高な倫理意識」とすること 

・・・崇高という言葉を自らで使うことに違和感があるとの意見があり、 

「厳しい」という言葉の意味を今一度確認したうえで現行どおり 

とした。 

 

④ 辞職後の議員を政治倫理審査会へ招致できるよう規定を設けること 

・・・辞職した議員に対して政治倫理審査会を開いたとしても、審査会 

としての着地点が不明。今後の議会運営のための参考人として招 

致するのであれば、その場は政治倫理審査会ではない等の意見が 

あった。 
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⑤ 当選時に宣誓を行うなど、説明責任の明確化を確認するための規定を設

けること 

・・・条例の周知徹底を行うことが重要で、宣誓までは不要。 

 

⑥ 法令とは別に、県の補助を受けている団体の報酬を伴う役職に就くこと

を当該条例で禁止すること 

・・・法律の規定よりも厳しい基準とするには、更なる情報収集や広範 

な議論が必要等の意見があった。 

 

⑦ 県民による審査請求を可能とする規定を設けること 

・・・必要性は理解できるものの、実行するためにかかる費用や事務的 

な負担を考えると現実的ではなく、県民の代表としての議員が自 

浄作用を以て議会として対応するとの意見があった。 

 

⑧ 条例第５条の三重県議会議員政治倫理審査会の設置について、設置を諮

る場を議会運営委員会から全議員を対象とする場に変更すること 

・・・審査の請求要件をクリアすれば自動的に審査会が設置されるより 

   も、議会運営委員会における審議を経て慎重に対応するべきとの 

意見があった。 

一方で、議会運営委員会の多数決で決まるとすれば、その時の議会 

運営委員会の会派構成によって判断が偏ることが危惧される。設置

についての判断が、県民視点で透明性のあるものとならなければな

らない等の意見があった。 

（逐条解説で、公正な審議を担保するため、議会運営委員会における審議の在り方

と、政治倫理審査会の委員の構成について記述する） 

 

⑨ 外部の有識者の意見を必要に応じて聴取できる規定から、必ず聴取する

こととする規定に変更すること 

・・・条例としては「できる規定」であっても、審査会で判断しかねる 

場合や専門的な内容となる場合は必ず複数の有識者からの意見を 

聴取することや、求めに応じて有識者を審査会の議論に参加させ 

られることなどを逐条解説において記載しておくべきとの意見が 

あった。 

 

⑩ 被審査議員が政治倫理審査会の参考人として有識者１名を推薦できる規

定を設けること 

・・・被審査議員による有識者を推薦する趣旨としては、審査会の場が 

一方的な糾弾とならないよう、審査会全体として公正不偏なもの 

とすることで、例えば逐条解説で、被審査議員から有識者への意見 
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聴取等を求められた場合はその意向を尊重する旨を記載してはど 

うかとの意見があった。 

一方で、第一義的には議員本人が説明責任を果たすものであると 

の意見や、被審査議員の推薦を認めるのではなく、審査会として複 

数人の有識者を選任することで公正さを担保すべきとの意見があ 

った。 

（逐条解説で、偏りがない審査を行うため、複数人の識者に審査会の出席を求める

ことと、被審査議員が補佐人とともに出席を希望する場合の手続きについて記述す

る） 
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 三重県議会議員の政治倫理に関する条例の一部改正（素案）  

 

改正素案 現 行 

前 文 

議会制民主主義の健全な発展は、我々議員に対する県民の揺るぎない

信頼があって初めて成し遂げられるものである。 

 そのためには、県民の負託を受けた我々議員の高い倫理観と深い見識

が不可欠である。 

 我々議員は、県民の厳粛な信託により、県民の代表として、県政に携

わる権能と責務を有することを深く認識し、公正、誠実、清廉を基本と

し、厳しい倫理意識に徹して、その使命の達成に努めなければならない。 

ここに、本県議会は、県民に対して、議員の責務を明らかにし、議員

の行為規範となる政治倫理規準等を定める政治倫理に関する条例を制

定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、議会政治の根幹をなす政治倫理確立のため、議員

の責務、政治倫理規準等を定めることにより、議会の秩序及び名誉を

守り、県民の厳粛な信託にこたえ、もって清潔で民主的な県政の発展

に寄与することを目的とする。 

 （責務） 

第２条 議員は、県民の負託にこたえるため、絶えず県民全体の利益を

擁護するよう行動しなければならない。 

２ 議員は、高い倫理的義務が課せられていることを自覚するととも

に、その言動が県民に与える影響に鑑み、自らを厳しく律するととも

に、県民の代表として良心及び責任感を持って、議員の品位を保持し、

識見を養うよう努めなければならない。 

３ 議員は、政治倫理に関し、政治的又は道義的批判を受けたときは、

真摯
し

かつ誠実に事実を解明し、その責任を進んで明確にする義務を負

うものとする。 

 （政治倫理規準） 

第３条 議員は、地方自治法（昭和22年法律第67号）、公職選挙法（昭

前 文 

議会制民主主義の健全な発展は、我々議員に対する県民の揺るぎない

信頼があって初めて成し遂げられるものである。 

 そのためには、県民の負託を受けた我々議員の高い倫理観と深い見識

が不可欠である。 

 我々議員は、県民の厳粛な信託により、県民の代表として、県政に携

わる権能と責務を有することを深く認識し、公正、誠実、清廉を基本と

し、厳しい倫理意識に徹して、その使命の達成に努めなければならない。 

ここに、本県議会は、県民に対して、議員の責務を明らかにし、議員

の行為規範となる政治倫理規準等を定める政治倫理に関する条例を制

定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、議会政治の根幹をなす政治倫理確立のため、議員

の責務と政治倫理規準を定めるとともに、議会の秩序と名誉を守り、

県民の厳粛な信託にこたえ、もって清潔で民主的な県政の発展に寄与

することを目的とする。 

 （責務） 

第２条 議員は、県民の負託にこたえるため、絶えず県民全体の利益を

擁護するよう行動しなければならない。 

２ 議員は、高い倫理的義務が課せられていることを自覚して、自らの

行動を厳しく律するとともに、県民の代表として良心と責任感を持っ

て、議員の品位を保持し、識見を養うよう努めなければならない。 

 

３ 議員は、政治倫理に関し、政治的又は道義的批判を受けたときは、

真摯
し

かつ誠実に事実を解明し、その責任を進んで明確にする義務を負

うものとする。 

 （政治倫理規準） 

第３条 議員は、地方自治法（昭和22年法律第67号）、公職選挙法（昭

資料３ 
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和25年法律第100号）、政治資金規正法（昭和23年法律第194号）等の

諸規定とともに、次に掲げる政治倫理規準を遵守して行動しなければ

ならない。 

一 議員の品位と名誉を損なう行為により、県民の議会に対する信頼

を損ねてはならないこと。 

二 人権侵害行為（差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条

例（令和４年三重県条例第 号）第２条第３号の人権侵害行為をい

う。以下この号において同じ。）又は人権侵害行為を行うことの煽
せん

動、第三者の行った人権侵害行為に対する賛成の意見の表明その他

の人権侵害行為を助長する行為をしてはならないこと。 

 

 

三 その権限又は地位を利用して、自己又は特定の者の利益を図って

はならないこと。 

四 自己又は特定の者の利益を目的として、国若しくは地方公共団体

が締結する売買、貸借、請負その他の契約又は特定の者に対する行

政庁の処分に関し、特定の者に有利になるような働きかけをしては

ならないこと。 

五 公正を疑われるような金品の授受を行ってはならないこと。 

 

六 道義的な批判を受けるような政治活動に関する寄附を受けない

こと。また、その資金管理団体に、同様の寄附を受けさせないこと。 

 

七  国若しくは地方公共団体の公務員又は関係団体（指定管理者を含

む。）の役員若しくは職員に対し、その権限又はその地位による影

響力を利用して、公正な職務の執行を妨げる等不当な行為をしては

ならないこと。 

 （審査の請求） 

第４条 議員は、前条各号に掲げる政治倫理規準（以下この条及び第６

条において「政治倫理規準」という。）のいずれかに反する疑いがあ

ると認めるときは、議員の定数の12分の１以上の議員の連署により議

長に審査を請求することができる。この場合において、審査の請求は、

理由を明らかにした文書をもって行うものとする。 

和25年法律第100号）、政治資金規正法（昭和23年法律第194号）等の

諸規定とともに、次に掲げる政治倫理規準を遵守して行動しなければ

ならない。 

一 議員は、議員の品位と名誉を損なう行為により、県民の議会に対

する信頼を損ねてはならないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

二 議員は、その権限や地位を利用して、自己や特定の者の利益を図

ってはならないこと。 

三 議員は、利益を得ることを目的として、国若しくは地方公共団体

が締結する売買、貸借、請負その他の契約又は特定の者に対する行

政庁の処分に関し、特定の者に有利になるような働きかけをしては

ならないこと。 

四 議員は、公正を疑われるような金品の授受を行ってはならないこ

と。 

五  議員は、道義的な批判を受けるような政治活動に関する寄附を受

けないこと。また、その資金管理団体に、同様の寄附を受けさせな

いこと。 

六  議員は、国若しくは地方公共団体の公務員又は関係団体（指定管

理者を含む。）の役員若しくは職員に対し、その権限又はその地位

による影響力を及ぼすことにより公正な職務の執行を妨げる等不

当な行為をしてはならないこと。 

 （審査の請求） 

第４条 議員は、前条各号に掲げる政治倫理規準に反する疑いがあると

認めるときは、議員の定数の12分の１以上の議員の連署により議長に

審査を請求することができる。この場合において、審査の請求は、理

由を明らかにした文書をもって行うものとする。 
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 （審査会の設置） 

第５条 議長は、前条に規定する審査の請求があったときは、これを審

査するため、議会運営委員会に諮り、議会に三重県議会議員政治倫理

審査会(以下「審査会」という。)を速やかに設置する。 

２ 審査会は、委員11人以内で組織する。 

３ 委員は、議員のうちから議長が任命する。 

４ 委員の任期は、当該審査が終了するまでとする。 

５ 審査会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

６ 委員長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

７ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長がそ

の職務を行う。 

 （審査会の運営） 

第６条 審査会の運営は、次に定めるところによるものとする。 

一 審査会は、委員長が招集し、会議を主宰する。ただし、設置後最

初に開かれる審査会は議長が招集する。 

二 審査会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

三 審査会の議事は、委員長を除く出席委員の過半数で決し、可否同

数のときは、委員長の決するところによる。ただし、議長に対し勧

告を求める審査の結果を答申しようとするときは、出席委員の３分

の２以上の多数による賛成を要するものとする。 

四 審査会は、審査の請求をされた議員につき、政治倫理規準のいず

れかに反し、政治的又は道義的に責任があると認めた場合は、議長

に対し勧告を求める審査の結果を答申するものとする。 

五 審査会が議長に対し求めることができる勧告は、次に掲げるもの

とする。 

イ 全員協議会における陳謝の勧告 

ロ 出席又は参加の自粛の勧告 

ハ 役職辞任の勧告 

ニ 議員辞職の勧告 

六 審査会は、第四号に定める審査の結果を答申しない場合で、審査

の請求をされた議員の名誉を回復する必要があると認めるときは、

 （審査会の設置） 

第５条 議長は、前条に規定する審査の請求があったときは、これを審

査するため、議会運営委員会に諮り、議会に三重県議会議員政治倫理

審査会(以下「審査会」という。)を速やかに設置する。 

２ 審査会は、委員11人以内で組織する。 

３ 委員は、議員のうちから議長が任命する。 

４ 委員の任期は、当該審査が終了するまでとする。 

５ 審査会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

 

 

 

 （審査会の運営） 

第６条 審査会の運営は、次に定めるところによるものとする。 

 

 

一 審査会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

二 審査会の議事は、委員長を除く出席委員の過半数で決し、可否同

数のときは、委員長の決するところによる。 

 

 

三 審査会は、審査の請求をされた議員につき、第３条各号に掲げる

政治倫理規準に反し、政治的又は道義的に責任があると認めた場合

で、議員辞職の勧告、役職辞任の勧告等重要な勧告を内容とする審

査結果を答申しようとするときは、出席委員の３分の２以上の多数

による賛成を要するものとする。 
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議長に対し当該議員の名誉を回復するために必要と認める措置を

講ずるよう求めるものとする。 

 

七 審査会は、審査のため必要があるときは、議員、優れた識見を有

する者等に対し、その出席を求め、意見若しくは事情を聴取し、又

は報告を求めることができる。 

八 審査の請求をされた議員は、審査会から出席の要請があった場合

は、出席し、誠実に答える義務を負う。 

九 審査の請求をされた議員は、審査会に対し口頭又は文書により弁

明することができる。 

十 委員は、その職務を遂行するに当たっては、公正不偏の立場で、

審査しなければならない。 

十一 審査会の会議は、これを公開する。ただし、審査会が必要と認

めるときは、これを公開しないことができる。 

十二 審査会の委員又は委員であった者は、職務上知り得た秘密を他

に漏らしてはならない。 

十三 審査会の会議の傍聴については、三重県議会委員会条例（昭和

31年三重県条例第65号）第19条の規定の例による。 

十四 委員長は、職員をして、会議の概要等必要な事項を記載した記

録を作成させなければならない。 

 

 

 

 

２ 前項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、その

都度、委員長が審査会に諮って定める。 

（議長への報告） 

第７条 審査会の委員長は、審査の結果について議長に報告するものと

する。 

 （審査の結果の通知及び公表） 

第８条 議長は、前条の審査の結果（以下「審査結果」という。）の報

告を受けたときは、審査の請求をした議員及び審査の請求をされた議

 

 

 

四 審査会は、審査のため必要があるときは、議員、優れた識見を有

する者等に対し、その出席を求め、意見若しくは事情を聴取し、又

は報告を求めることができる。 

五 審査の請求をされた議員は、審査会から出席の要請があった場合

は、出席し、誠実に答える義務を負う。 

六 審査の請求をされた議員は、審査会に対し口頭又は文書により弁

明することができる。 

七 委員は、その職務を遂行するに当たっては、公正不偏の立場で、

審査しなければならない。 

八 審査会の会議は、原則として非公開とする。 

 

九 審査会の委員又は委員であった者は、職務上知り得た秘密を他に

漏らしてはならない。 

 

 

 

 

 

２ 審査会は、前項第３号に定める措置に至らなかった場合で、審査の

請求をされた議員の名誉を回復することが必要であると認めるとき

は、政治倫理規準に反する事実が存在しない旨を議長に報告する等所

要の措置を講ずるものとする。 

３ 審査会の運営に関し必要な事項は、その都度、委員長が審査会に諮

って定める。 

（議長への報告） 

第７条 審査会の委員長は、審査の結果について議長に報告するものと

する。 

 （審査の結果の通知及び公表） 

第８条 議長は、審査会から審査結果の報告を受けたときは、審査の請

求をした議員及び審査の請求をされた議員に対して審査の結果を通
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員に対して審査結果を通知し、次条第１項の規定による意見書の提出

の有無を確認の上、審査結果を公表しなければならない。 

 （意見書の提出及び公表） 

第９条 審査の請求をされた議員は、前条の規定による通知を受けたと

きは、審査結果について、議長に対し意見書を提出することができる。 

 

２ 議長は、前項の規定による意見書の提出があったときは、審査結果

の公表に当たり、意見書の全部又は概要を併せて公表するものとす

る。 

 （措置） 

第10条 議長は、審査結果の報告を受けたときは、勧告その他の審査

会が必要と認める措置を講じることができる。 

２ 議長は、前項の措置を講じたときは、これを公表しなければならな

い。 

 （委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、議長が別に定める。 

附 則 

１  この条例は、公布の日から施行する。 

２ 議会は、この条例の施行後、常に県民の意見、社会情勢の変化等を

勘案し、必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

知し、次条第１項に規定する意見書の提出の有無を確認の上、審査の

結果を公表しなければならない。 

 （意見書の提出及び公表） 

第９条 審査の請求をされた議員は、前条の規定による通知を受けたと

きは、審査の結果について、議長に対し意見書を提出することができ

る。 

２ 議長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、審査の結果

の公表に当たり、意見書の全部又は概要を併せて公表するものとす

る。 

 （措置） 

第10条 議長は、審査会から審査結果の報告を受けたときは、審査会

が必要と認める措置を講じることができる。 

２ 議長は、前項の措置を講じたときは、これを公表しなければならな

い。 

 （委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、議長が別に定める。 

附 則 

１  この条例は、公布の日から施行する。 

２ 議会は、この条例の施行後、常に県民の意見、社会情勢の変化等を

勘案し、必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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三重県議会議員の政治倫理に関する条例 逐条解説（素案） 
                       

 

（前文） 

議会制民主主義の健全な発展は、我々議員に対する県民の揺るぎない信頼が

あって初めて成し遂げられるものである。 

 そのためには、県民の負託を受けた我々議員の高い倫理観と深い見識が不可

欠である。 

我々議員は、県民の厳粛な信託により、県民の代表として、県政に携わる権

能と責務を有することを深く認識し、公正、誠実、清廉を基本とし、厳しい倫

理意識に徹して、その使命の達成に努めなければならない。 

ここに、本県議会は、県民に対して、議員の責務を明らかにし、議員の行為

規範となる政治倫理規準等を定める政治倫理に関する条例を制定する。 

【趣旨】 

 前文は、条例の制定趣旨を明らかにしています。 

 本条例は、三重県議会基本条例第24条第２項に規定する条例です。 

 議員が自らを律するために自ら定めたもので、県民に選ばれた代表としての

自覚を持って議員としての使命を全うするため、議員に求められる責務、守る

べき行為規範となる政治倫理規準等を県民に対して明らかにすることを表明

しています。 

 ここでいう「県民」とは、有権者に限らず、全ての県民を対象としています。 

 

【解説】 

この前文は、平成14年３月20日に決議された「三重県議会議員の政治倫理

に関する決議」を踏まえて、条例制定における決意を述べています。 

 

【参考】 

三重県議会議員の政治倫理に関する決議（平成14年3月20日可決） 

 

議会制民主主義の健全な発展は、我々議員に対する県民のゆるぎない信頼が

あってはじめて成し遂げられるものです。 

そのためには、県民の付託を受けた我々議員の高い倫理観と深い見識が不可

欠であります。 

我々議員は、県民の厳粛な信託により、県民の代表者として、県政に携わる

権能と責務を有することを深く認識し、公正、誠実、清廉を基本とし、厳しい

倫理意識に徹して、その使命の達成に努めなければなりません。 

よって、本県議会は、議員活動の公明と公正を確保し、健全な民主政治の発

展を期するため、「三重県議会議員政治倫理要綱」を別紙のとおり定め、これ

を遵守することを決意します。 

資料４ 
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 （目的） 

第１条 この条例は、議会政治の根幹をなす政治倫理確立のため、議員の責

務、政治倫理規準等を定めることにより、議会の秩序及び名誉を守り、県

民の厳粛な信託にこたえ、もって清潔で民主的な県政の発展に寄与するこ

とを目的とする。 

【趣旨】 

 本条は、本条例の制定目的を示したものです。 

 

【解説】 

本条例は、議会内外における議員の行為規範として「議員の責務、政治倫理

規準等」を定め、議員自身がそれらを守ることで県民から信頼され、県政に県

民の声を反映させた議会活動を行い、それにより県政の発展に貢献することが

条例の目的であることを明らかにしています。 
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 （責務） 

第２条 議員は、県民の負託にこたえるため、絶えず県民全体の利益を擁護す

るよう行動しなければならない。 

２ 議員は、高い倫理的義務が課せられていることを自覚するとともに、その

言動が県民に与える影響に鑑み、自らを厳しく律するとともに、県民の代表

として良心及び責任感を持って、議員の品位を保持し、識見を養うよう努め

なければならない。 

３ 議員は、政治倫理に関し、政治的又は道義的批判を受けたときは、真摯
し

か

つ誠実に事実を解明し、その責任を進んで明確にする義務を負うものとす

る。 

【趣旨】 

 本条は、議員の責務を示したものです。 

 議員は県民全体の利益のために、常に高い倫理意識を持って自らを律して行

動し、政治倫理に反するとして批判を受けた場合には、自らが責任をもって誠

実に事実を解明し、責任を明確にする義務を負うことを規定しています。 

 

【解説】 

〔第２項関係〕 

 議員は公人として高い倫理的義務が課せられていますが、倫理観は時代と

ともに変わってきています。「識見を養うよう努めなければならない」とは、

そのような倫理観の変遷に即していくために、従来の常識にとらわれ過ぎず、

常に時代の要請を捉え続けるよう努力しなければならないことを意味してい

ます。 

 

〔第３項関係〕 

  議員が受けた政治倫理に関する批判について誠実に対応することは、批判

を受けた議員本人が果たすべき義務です。批判を受けた行為等について説明

責任を果たし、事実の解明や責任の明確化に積極的に取り組むことが求めら

れます。 
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 （政治倫理規準） 

第３条 議員は、地方自治法（昭和22年法律第67号）、公職選挙法（昭和25

年法律第 100 号）、政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）等の諸規定

とともに、次に掲げる政治倫理規準を遵守して行動しなければならない。 

一 議員の品位と名誉を損なう行為により、県民の議会に対する信頼を損ね 

てはならないこと。 

二 人権侵害行為（差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（令 

和４年三重県条例第 号）第２条第３号の人権侵害行為をいう。以下この 

号において同じ。）又は人権侵害行為を行うことの煽
せん

動、第三者の行った 

人権侵害行為に対する賛成の意見の表明その他の人権侵害行為を助長す 

る行為をしてはならないこと。 

三 その権限又は地位を利用して、自己又は特定の者の利益を図ってはなら 

ないこと。 

四 自己又は特定の者の利益を目的として、国若しくは地方公共団体が締結 

する売買、貸借、請負その他の契約又は特定の者に対する行政庁の処分に 

関し、特定の者に有利になるような働きかけをしてはならないこと。 

五 公正を疑われるような金品の授受を行ってはならないこと。 

六  道義的な批判を受けるような政治活動に関する寄附を受けないこと。ま 

た、その資金管理団体に、同様の寄附を受けさせないこと。 

七 国若しくは地方公共団体の公務員又は関係団体（指定管理者を含む。） 

の役員若しくは職員に対し、その権限又はその地位による影響力を利用し 

て、公正な職務の執行を妨げる等不当な行為をしてはならないこと。 

【趣旨】 

 本条は、法令の諸規定に加えて議員が遵守すべき政治倫理規準を定めたもの

です。 

 

【解説】 

（第１号関係） 

 「議員の品位と名誉を損なう行為」とは、飲酒運転などの法令の諸規定に違

反する行為や第２号から第７号までで禁止される行為はもとより、県民に不快

感を抱かせるような低俗な発言をすることや、電車内におけるマナー違反行為

など、県民の信頼を損なう行為を指します。ただし、何がそれに該当するかは、

行為そのものだけでなく、行為時の状況や行為に至った経緯、当該行為に対す

る他の法令・規定等による処分の有無などから総合的に判断する必要がありま

す。 

 

（第２号関係） 

 「人権侵害行為」の定義については、差別を解消し、人権が尊重される三重

をつくる条例第２条第３項において、「不当な差別、いじめ、虐待、プライバ

シーの侵害、誹謗中傷その他の他人の権利利益を侵害する行為（インターネッ

トを通じて行われるものを含む。）」とされています。ほかにも、セクシュア
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ル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）、パワー・ハラス

メント、体罰などが人権侵害行為に含まれます。 

「人権侵害行為」には、憲法の人権規定に抵触する公権力等による侵害行為

のほか、私人間においては、民法、刑法その他の人権にかかわる法令の規定に

照らして違法とされる侵害行為が該当すると考えられます。具体的にどのよう

な行為が「人権侵害行為」に当たるかについては、人権に関する法令の規定や

裁判例、法務省の人権侵犯事件調査手続での対応例、学説等を踏まえることに

なると想定されます。 

なお、議員においては、法令により人権侵害行為と判断されるか否かにかか

わらず、高い倫理観に基づき、人権侵害行為とみなされる行為をしないことが

重要です。特に、各種ハラスメントなどは、意図せず該当する行為をしてしま

うことがあり、また、インターネットにおいて発信をする場合には、それが不

特定多数の目に触れ、一度発信したものは完全に削除できないことを認識し、

その発信によって誰かを不当に傷つけてしまわないかをよく確認してから行

わなければ、予期せぬところで人権を侵害してしまう可能性がありますので、

より注意が必要となります。 

また、議員は自らが人権侵害行為を行ってはならないことはもちろんです

が、他者が人権侵害行為を行うように煽動する、他者の行った人権侵害行為に

賛同の意を表明する（明確に表明するだけでなく、SNS 等で賛同の意の表明と

みなされるリアクションをすることも含まれます。）などして、人権侵害行為

を助長することも許されないことを規定しています。 

 

（第３号、第４号関係） 

 「利益」とは金品などの財産に限らず、売名や有権者の支持を得ることなど

も想定されます。 

 

（第５号関係） 

 議員は、金品の授受に関しては特に留意が必要であり、実際には公正な金品

の授受であったとしても、県民目線で、客観的に外形から判断した際に公正を

疑われることも想定されます。議会への信頼を無用に損なうことのないよう、

客観的に公正を疑われる可能性のある金品の授受を行ってはならないと規定

しています。 

 

（第６号関係） 

 「道義的な批判を受けるような政治活動に関する寄附」とは、法令に違反し

ないとしても、寄附されたものが適法に取得されたものかどうかが疑わしい、

寄附した者の身元が不明など、県民に不信感を与えかねないような寄附を意味

します。 

 

（第７号関係） 

 「公正な職務の執行を妨げる等不当な行為」とは、公正な職務を執行させな

いよう妨害することや、公正さを欠く判断をさせようとすること、違法行為を

指示・示唆すること等を言います。このような不当な行為は、自己や特定の者



 

 6 

の利益を図ろうとして、その多くが第３号や第４号にも該当すると考えられま

すが、この第７号は行政機関をはじめ、公的な機関に対する公正な職務を妨げ

る行為について、仮に特定の者に便宜を図っていないとしても禁止されるもの

として規定しています。 
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 （審査の請求） 

第４条 議員は、前条各号に掲げる政治倫理規準（以下この条及び第６条にお

いて「政治倫理規準」という。）のいずれかに反する疑いがあると認めると

きは、議員の定数の 12 分の１以上の議員の連署により議長に審査を請求す

ることができる。この場合において、審査の請求は、理由を明らかにした文

書をもって行うものとする。 

【趣旨】 

 本条は、議員に政治倫理規準に反する疑いが生じた際の、議長への審査請求

の方法について規定しています。 

 

【解説】 

 審査の請求は、第３条各号の政治倫理規準のいずれかに反する疑いがあると

議員が認めるときに請求できますが、審査会の請求が濫用されないよう、審査

請求するための議員数を、定数の 12 分の１以上とする一定の人数要件を求め

ています。この 12 分の１以上という基準については、地方自治法に規定され

ている議員による議案提出要件と同じ基準となっています。 

また、審査の請求は「理由を明らかにした文書」で行う必要があるため、当

該議員のどのような行為が、前条の政治倫理規準のどの規定に反する疑いがあ

るのかを明記した文書によって請求することとしています。 

 

【参考】 

地方自治法（抜粋） 

 

〔議員の議案提出権〕 

第112条 普通地方公共団体の議会の議員は、議会の議決すべき事件につき、

議会に議案を提出することができる。但し、予算については、この限りでな

い。 

２ 前項の規定により議案を提出するに当たつては、議員の定数の十二分の一

以上の者の賛成がなければならない。 

３ 第一項の規定による議案の提出は、文書を以てこれをしなければならな

い。 
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 （審査会の設置） 

第５条 議長は、前条に規定する審査の請求があったときは、これを審査する

ため、議会運営委員会に諮り、議会に三重県議会議員政治倫理審査会(以下

「審査会」という。)を速やかに設置する。 

２ 審査会は、委員11人以内で組織する。 

３ 委員は、議員のうちから議長が任命する。 

４ 委員の任期は、当該審査が終了するまでとする。 

５ 審査会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

６ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

７ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務 

を行う。 

【趣旨】 

 本条は、前条による審査請求があった際の議長の対応について規定していま

す。 

 

【解説】 

〔第１項関係〕 

審査請求があった場合、議長は政治倫理審査会を設置することについて、議

会運営委員会に諮る必要があります。 

なお、条文にある「これを審査するため」の「これ」とは、審査を請求され

た議員の行為が政治倫理規準に反するかどうかを指し、「これを審査するため」

の政治倫理審査会を設置することの可否について、議会運営委員会に諮るもの

です。議会運営委員会において審査会の設置が決定されれば、議長は速やかに

委員を任命して審査会を設置します。 

議会運営委員会の判断は、客観的かつ公正なものでなければならず、委員の

主観や、審査の請求を受けた議員の立場などによって左右されることなく審査

会設置の判断を行い、特に政治倫理審査会を設置しない判断をする場合は、そ

の理由が必要となります。 

なお、政治倫理審査会を設置しない判断をする場合としては、審査請求の理

由が不適切、不明瞭であるといった、審査請求自体に瑕疵がある場合などが想

定されます。 

  

〔第２項～第５項関係〕 

 審査会の委員は 11 人以内とされていますが、全ての会派から委員を選任す

ることが望ましいと想定されます。例外として、少人数の会派が多数ある場合

や、ある会派の所属議員全員が被審査議員となっている場合などが考えられま

す。 

 委員は議長が任命することとされていますが、実務上は、まず委員の配分に

ついて代表者会議に諮り、決定した配分に基づき各会派に候補者を提出させ、

提出があった者を任命することが想定されます。 

 なお、審査の公平性・公正性の観点から、審査の請求をした議員は審査会の

委員に任命しないことが望ましいと考えます。 
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 （審査会の運営） 

第６条 審査会の運営は、次に定めるところによるものとする。 

 一 審査会は、委員長が招集し、会議を主宰する。ただし、設置後最

初に開かれる審査会は議長が招集する。 

二 審査会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことがで 

きない。 

三 審査会の議事は、委員長を除く出席委員の過半数で決し、可否同 

数のときは、委員長の決するところによる。ただし、議長に対し勧 

告を求める審査の結果を答申しようとするときは、出席委員の３分   

の２以上の多数による賛成を要するものとする。 

四 審査会は、審査の請求をされた議員につき、政治倫理規準のいず 

れかに反し、政治的又は道義的に責任があると認めた場合は、議長 

に対し勧告を求める審査の結果を答申するものとする。 

五 審査会が議長に対し求めることができる勧告は、次に掲げるもの 

とする。 

イ 全員協議会における陳謝の勧告 

ロ 出席又は参加の自粛の勧告 

ハ 役職辞任の勧告 

ニ 議員辞職の勧告 

六 審査会は、第四号に定める審査の結果を答申しない場合で、審査 

の請求をされた議員の名誉を回復する必要があると認めるときは、 

議長に対し当該議員の名誉を回復するために必要と認める措置を講 

ずるよう求めるものとする。 

七 審査会は、審査のため必要があるときは、議員、優れた識見を有 

する者等に対し、その出席を求め、意見若しくは事情を聴取し、又 

は報告を求めることができる。 

八 審査の請求をされた議員は、審査会から出席の要請があった場合 

は、出席し、誠実に答える義務を負う。 

九 審査の請求をされた議員は、審査会に対し口頭又は文書により弁 

明することができる。 

十 委員は、その職務を遂行するに当たっては、公正不偏の立場で、 

審査しなければならない。 

十一 審査会の会議は、これを公開する。ただし、審査会が必要と認 

 めるときは、これを公開しないことができる。 

十二 審査会の委員又は委員であった者は、職務上知り得た秘密を他 

 に漏らしてはならない。 

十三 審査会の会議の傍聴については、三重県議会委員会条例（昭和 

31 年三重県条例第 65 号）第 19 条の規定の例による。 

十四 委員長は、職員をして、会議の概要等必要な事項を記載した記 

録を作成させなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、その

都度、委員長が審査会に諮って定める。 
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【趣旨】 

 本条は、政治倫理審査会の運営方法について規定しています。審査の方法や

議事の決し方などについて規定しています。 

 

【解説】 

〔第１項第３号～第５号関係〕 

審査会の議事は委員長を除く出席委員の過半数で決しますが、第５号に掲げ

る内容の勧告を求める答申をしようとするときは、委員長を含む出席委員の３

分の２以上の賛成が必要となります。 

なお、審査会において被審査議員に政治的又は道義的責任がないと認める場

合については過半数により決し、責任があると認める場合は、３分の２以上の

賛成により求める勧告を決定し、審査結果を答申しなければなりません。 

また、第５号にある全員協議会における陳謝の勧告、出席又は参加の自粛の

勧告、役職辞任の勧告、議員辞職の勧告については限定列挙であるため、これ

以外の勧告を内容とする審査結果を答申することは想定していません。 

※なお、「出席又は参加の自粛」の期間については、目安として想定され

る三重県議会会議規則第96条で定める「出席停止」の期間である７日以内

が参考として想定されます。 

 

〔第１項第６号関係〕 

 「審査の請求をされた議員の名誉を回復する必要があると認めるとき」とは、

①政治倫理規準に反する行為があったという事実が認められなかった場合又

は②政治倫理規準に反する行為の責任が被審査議員にあったとは認めらない

場合で、政治倫理審査会を開かれたという事実により被審査議員の名誉が毀損

されたと考えられる場合が想定されます。 

「名誉を回復するために必要と認める措置」とは、政治倫理規準に反する行

為があったとは認められない旨若しくは行為の責任が被審査議員にあったと

は認められない旨を、三重県議会ホームページに掲載する、又は代表者会議に

おいて議長から報告する等の措置が想定されます。 

 

〔第１項第７号関係〕 

 「議員、優れた識見を有する者等」とは、被審査議員や審査会の委員以外の

議員、審査において必要な専門知識を有する識者、審査において意見や事情を

聴取することが必要と考えられる関係者です。それぞれ、以下のような事例が

想定されます。 

 〇議員を出席させる場合 

  ・会派としての対応を確認するために、会派代表者から事情を聴取するこ

と、対応結果の報告を求めること。 

  ・被審査議員の政治倫理基準に反する疑いのある行為について、行為があ

った場に居合わせた等、行為時の状況を聴取することが有益と考えられ

る議員に事情を聴取すること。 

 〇優れた識見を有する者を出席させる場合 

  ・審査において考慮すべき専門知識を有する識者に意見を求めること。た
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だし、偏りがない審査を行うため、複数人の識者に出席を求め、意見を

聴取することが望ましいこと。 

  ※なお、人権侵害行為に関する案件については、「差別を解消し、人権が

尊重される三重をつくる条例」第 18 条第１項で定める三重県差別解消

調整委員会の委員から選定し、依頼することが想定されます。 

 〇関係者を出席させる場合 

  ・被審査議員と共謀して第３条の政治倫理規準に反する行為をした者や、

被審査議員の行為によって利益を享受した者、被審査議員の行為によっ

て被害を受けた者など、被審査議員の行為と関係が深く、審査に当たっ

て当該関係者の意見や事情を聴取することが必要と考えられる場合に、

出席を求めること。 

 

〔第１項第８号、第９号関係〕 

 審査会は、審査において必要な場合には被審査議員に出席を求め、意見・事

情の聴取や質疑等を行うことができ、被審査議員はその要請があった場合には

出席し、誠実かつ明確に答える必要があります。 

 反対に、被審査議員から審査会に対して弁明を申し出ることもでき、口頭で

弁明する場合は審査会へ出席して弁明することとなります。 

審査会は、被審査議員から口頭弁明の申し出があった場合には、審査会に出

席させる必要があります。また、文書による場合は、審査会の委員長に弁明書

を提出することとなります。 

 

〔第１項第１１号関係〕 

 審査会は原則として公開で行われますが、関係者の個人情報を取り扱う場合

や、公開することで関係者が不利益を被る恐れがある場合、公開することで関

係者が精神的な苦痛を伴うなど配慮すべき事由があり当該関係者が公開を望

んでいない場合などは、審査会の判断により非公開とすることができます。審

査会を非公開とする場合には、あらかじめ会議で決定しておく必要がありま

す。 

 

〔第１項第１２号関係〕 

 通常の議員活動においては議員に守秘義務はありませんが、政治倫理審査会

においては一般県民の内面に係る個人情報等、センシティブな情報を扱うこと

が想定されるため、本審査会の委員としての職務上知り得た秘密については、

守秘義務を負うこととなります。この守秘義務は、審査会が終了した後も継続

します。 

 なお、公開の政治倫理審査会において扱われた内容については、守秘義務は

ありません。 

 

〔第２項関係〕 

 審査会を進めていくうえで、本条例においてあらかじめ定められている事項

以外に定める必要がある事項が出てきた場合については、委員長が審査会に諮

って定めることができます。例えば、被審査議員が補佐人とともに審査会に出
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席することを希望する場合の許可などが考えられます。 

なお、本項の規定によって定めた事項は、当該審査会においてのみ適用され

ることとなります。
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 （議長への報告） 

第７条 審査会の委員長は、審査の結果について議長に報告するものとす

る。 

【趣旨】 

 本条は、政治倫理審査会で審査された結果の取扱いについて規定していま

す。 

 

【解説】 

 審査会の委員長は、審査の結果について議長に報告するものとされています

が、議会内での共有及び県民に対する説明責任を果たすために、代表者会議等

で報告することが望ましいと考えられます。 

 

 

 

 

 （審査の結果の通知及び公表） 

第８条 議長は、前条の審査の結果（以下「審査結果」という。）の報

告を受けたときは、審査の請求をした議員及び審査の請求をされた議

員に対して審査結果を通知し、次条第１項の規定による意見書の提出

の有無を確認の上、審査結果を公表しなければならない。 

【趣旨】 

 本条は、議長が審査会から審査結果の報告を受けた際の対応について規定し

ています。 

 

【解説】 

議長は審査会から審査結果の報告を受けた際には、審査の請求をした議員全

員と被審査議員に対して、当該審査結果を書面にて通知します。 

なお、被審査議員は、次条により当該審査結果について意見書を提出するこ

とができ、意見書の提出があった際には審査結果の公表と併せて意見書の全部

又は概要を公表することとなるため、審査結果を通知する際に意見書を提出す

るかどうかを確認しておく必要があります。 

意見書を提出する意思がない場合は、速やかに審査結果を公表し、公表は三

重県議会のホームページにおいて行います。 
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 （意見書の提出及び公表） 

第９条 審査の請求をされた議員は、前条の規定による通知を受けたときは、審

査結果について、議長に対し意見書を提出することができる。 

２ 議長は、前項の規定による意見書の提出があったときは、審査結果の公表に

当たり、意見書の全部又は概要を併せて公表するものとする。 

【趣旨】 

 本条では、審査請求をされた議員が審査結果の通知を受けたとき、審査結果

に対して異議がある場合や、補足しておきたいことがある場合などのために、

意見を付ける方法を定めています。 

 

【解説】 

〔第１項関係〕 

 審査請求をされた議員は、前条による通知を受けた際、意見書の提出の

有無について議長から確認されることを受けて、意見書を提出する場合は、

当該確認時に提出する意向を伝えておく必要があります。確認時に「提出

しない」旨を回答すると審査結果のみが公表されるため、審査請求をされ

た議員は、審査結果を確認したうえで、意見書提出の有無について回答す

る必要があります。 

 なお、意見書を提出する場合は、審査結果の公表に遅延を生じさせない

よう、速やかに提出する必要があり、一般的な行政手続き等の申請期限な

どから考えると概ね２週間以内に意見書を提出することが望ましいと考え

ます。それまでに提出しない場合は、審査結果のみが公表されたとしても、

異議を唱えることはできないものと考えます。 

 

〔第２項関係〕 

 議長は、審査請求をされた議員から意見書の提出があれば、審査結果と

併せて公表します。公表に当たっては、提出された意見書の全文をそのま

ま公表することが基本ですが、意見書内に記載されている文言の一部が公

表に適さない場合、同じ内容を延々と繰り返すことで膨大な量の書面とな

っている場合など、全文を公表することが適切でないと議長が判断した場

合は、意見書の概要として公表することができます。 
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 （措置） 

第 10 条 議長は、審査結果の報告を受けたときは、勧告その他の審査会

が必要と認める措置を講じることができる。 

２ 議長は、前項の措置を講じたときは、これを公表しなければならな

い。 

【趣旨】 

 本条では、審査会から勧告等の措置を求める内容の審査結果が報告された場

合の対応について規定しています。 

  

【解説】 

地方自治法第134条に規定する議会の懲罰権は、地方自治法並びに会議規則

及び委員会条例に違反した議員に対し、議決により懲罰を科するものであるの

に対して、本条例における措置は、議会内外における議員の行為規範となる政

治倫理規準に抵触した議員に対して、審査会で審査を行い、その結果の報告を

受けた議長が措置を講じることができるものです。 

 

〔第１項関係〕 

 「勧告その他の審査会が必要と認める措置」とは、第６条第１項第５

号及び第６号に規定する勧告と名誉回復の措置が想定されます。 

議長は、審査会から、審査結果を報告された場合は、当該措置を講じ

ることができます。 

当該措置を講じることで議会運営に支障が生じるなど、措置を講じな

いことが合理的であると考えられる場合を除いて、議長は、審査結果の

とおり措置を講じることが望ましいと想定されます。 

 

〔第２項関係〕 

 議長は、審査結果で必要とされた措置を行った場合は、その旨を公表

します。公表は、三重県議会ホームページにおいて行います。 
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 （委任） 

第 11 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、議長が別に定める。 

【趣旨】 

 本条は、この条例の規定以外の施行に関し必要な事項の取扱いについて定め

ています。 

 

【解説】 

 審査会の運営に関して必要な事項については、第６条第２項により、その都

度、委員長が審査会に諮って定めることとしているため、本条の規定により議

長が定めることができるのは、審査会の運営に関すること以外の事項です。 
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附 則 

１  この条例は、公布の日から施行する。 

【解説】 

 本条例が県民に対して義務を課すものではなく、周知期間を要しないことか

ら、公布の日（平成１８年１２月２６日）から施行する旨を規定したものです。 

 

２ 議会は、この条例の施行後、常に県民の意見、社会情勢の変化等を

勘案し、必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

【趣旨】 

 条例の施行後、常に県民の意見、社会情勢の変化等を勘案し、必要があると

認めるときは、本条例の見直しを行うこととしています。 

 

【解説】 

 本項は、提案、要望等の県民からの意見、地方自治法等の法制、議員の選挙

その他の議会を取り巻くあらゆる環境の変化を勘案し、必要があると認めると

きは、本条例の規定について検討を行い、その結果必要と判断した場合は改廃

を行うことを定めています。 


